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　我が国は、エネルギー源の中心となっている化石
燃料に乏しく、その大宗を海外からの輸入に頼って
いるという根本的な脆弱性を抱えており、エネル
ギーを巡る国内外の状況の変化に大きな影響を受け
やすい構造を有しています。国民生活と産業活動の
血脈であるエネルギーの安定的な確保は、国の安全
保障にとって不可欠なものであり、我が国にとって
常に大きな課題であり続けています。さらに、国際
的な地政学的構造の大きな変化に直面する中で、我
が国のエネルギー安全保障を巡る環境は、厳しさを
増してきています。
　このような我が国の状況に対応するためには、長
期的、総合的かつ計画的な視点に立って、エネルギー
政策を遂行していくことが必要です。こうしたエネ
ルギー政策の着実な遂行を確保することを目的とし
て、2002年6月に「エネルギー政策基本法」（以下「基
本法」という。） が制定されました。
　基本法は、政府が経済産業省総合資源エネルギー
調査会（以下「総合エネ調」という。）の意見を聴いて、
エネルギーの需給に関する施策の長期的、総合的か
つ計画的な推進を図るために「エネルギー基本計画」
を策定することを定め、少なくとも3年に1度の頻
度で内容について検討を行い、必要に応じて変更を
行うことを求めています。
　こうした基本法に基づき、2003年10月に最初の
エネルギー基本計画が策定され、その後、2007年3
月に第2次計画、2010年6月に第3次計画が策定され
ました。
　2014年4月に閣議決定された第4次エネルギー基
本計画は、東日本大震災の発生及び東京電力福島第
一原子力発電所の事故後、我が国の全ての原子力発
電所が停止し、化石燃料への海外依存度の増加、エ
ネルギーコストの上昇、二酸化炭素排出量の増大等、
我が国のエネルギーを取り巻く環境が厳しい中で、
こうした問題に適切に対応しつつ、中長期的に我が
国の需給構造に関する脆弱性の解決を図っていくた
めの、エネルギー政策の方向性を示したものです。
　この第4次エネルギー基本計画では、我が国が抱
える構造的課題と東京電力福島第一原子力発電所事
故及びその前後から顕在化してきた課題を抽出し

た上で、エネルギー政策の基本方針として、これ
までの「3E（Energy Security、 Economic Efficiency、 
Environment）」という基本的視点に、安全性の確保

「S（Safety）」の重要性、国際的な視点の重要性、経
済成長の視点の重要性について加味しています。
　また、各エネルギー源の強みが活き、弱みが補完
される、現実的かつ多層的な供給構造の実現が必要
であり、制度改革を通じ、多様な主体が参加し､ 多
様な選択肢が用意される、より柔軟かつ効率的な
エネルギー需給構造を創出することをうたってい
ます。
　第4次エネルギー基本計画第3章では、安定的な資
源の確保、省エネルギー社会の推進、再生可能エネ
ルギーの導入加速、原子力政策の再構築、二次エネ
ルギー構造への変革等エネルギーの需給に関して、
長期的、総合的及び計画的に講ずべき施策について、
また、同計画第4章及び第5章では、戦略的な技術
開発の推進やエネルギー広報等の在り方についてま
とめています。こうした計画を基に、個別分野の政
策を検討、取組を進めています。
　2014年12月には、総合エネ調基本政策分科会の
下に長期エネルギー需給見通し小委員会を設置し、
2015年1月から第4次計画に記載された方針に基づ
き、現実的かつバランスの取れたエネルギー需給構
造の将来像について検討を開始しました。また、こ
の検討の参考となる、各電源の発電コストなどにつ
いて試算を実施するため、同小委員会の下に、発電
コスト検証ワーキンググループを設置しました。発
電コスト検証ワーキンググループは、2015年度に4回

（2015年2月から計7回）開催し、5月26日に報告書を取
りまとめました。長期エネルギー需給見通し小委員
会は、2015年度中に6回（2015年1月30日から計11回）
開催し、7月16日に報告書を取りまとめました。これ
を受けて、同日、経済産業省として、長期エネルギー
需給見通し(エネルギーミックス)を決定しました。
　エネルギーミックスは、第4次エネルギー基本計
画を踏まえ、安全性、安定供給、経済効率性、環境
適合（3E+S）について達成すべき政策目標を想定し
た上で、施策を講じたときに実現されるであろう将
来のエネルギー需給構造の見通しであり、あるべき
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姿を示すものです。この中で、石油危機後並の大幅
なエネルギー効率の改善を目指す野心的な省エネ
や、足下から2倍程度の導入拡大となる再エネの最

大限の導入、火力発電の高効率化等により、原発依
存度を可能な限り低減することを見込んでいます。

【第300-1-1】我が国のエネルギー政策の変遷

【第300-1-2】2030年度の一次エネルギー供給構造の見通し
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※ 開催日は全て2015年。

　第3部では、2015（平成27）年度においてエネル
ギーの需給に関して講じた施策の概況について、「エ
ネルギー基本計画」の章立てに沿ってまとめること
にします。

バイオマス 3. 7
 ～4. 6% 程度

太陽光 7. 0% 程度

【第300-1-3】2030年度の電源構成の見通し


